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　２　 規則第３条第１項の知事が定める期日は、別途通知する。

第

　２ 　規則第８条第１項ただし書の知事が定める軽微な変更は、別表２に定める変更以外の変更とする。

６条　規則第４条第１項の規定により交付金の交付の通知を受けた市町及び推進組織（以下「交付市
　 　町等」という。）は、事業計画の内容に変更を加えようとするときは、速やかに交付金変更承認申請
 　　書（別記第２号様式）を知事に提出し、承認を受けなければならない。

日本型直接支払交付金交付要綱

１条　この要綱は、日本型直接支払交付金（以下「交付金」という。）の交付について、山口県補助金
　　等交付規則（平成18年山口県規則第138号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事
　　項を定めるものとする。
　２　 日本型直接支払交付金は、規則第２条第１項第３号に規定する給付金とする。

２条　この交付金は、下記要綱・要領に基づいて実施される日本型直接支払制度に係る交付金であ
　　り、地域の共同活動や中山間地域等における耕作放棄の発生の防止、自然環境の保全に資する
　　農業活動を支援することによって、農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図ることを目的と
　　する。
　ア　多面的機能支払交付金実施要綱（平成26年4月1日付け25農振第2254号農林水産事務次官依
　　命通知。以下「多面的実施要綱」という。）
　イ　多面的機能支払交付金実施要領（平成26年4月1日付け25農振第2255号農林水産省農村振興
　　局長通知。以下「多面的実施要領」という。）
　ウ　中山間地域等直接支払交付金実施要領（平成12年4月1日付け12構改Ｂ第38号農林水産事務
　　次官依命通知。以下「中山間実施要領」という。）
　エ　環境保全型農業直接支払交付金交付等要綱（令和4年4月1日付け3農産第3817号農林水産事
　　務次官依命通知。以下「環境交付等要綱」という。）
　オ　環境保全型農業直接支払交付金実施要領（平成23年4月1日付け22生産第10954号農林水産
　　省生産局長通知。以下「環境実施要領」という。）
　カ　日本型直接支払推進交付金交付等要綱（令和4年4月1日付け3農振第3021号農林水産事務次
　　官依命通知。以下「推進交付金交付等要綱」という。）
　キ　日本型直接支払推進交付金実施要領（平成28年4月1日付け27生産第2855号農林水産省生産
　　局長通知。平成28年4月1日付け27農振第2219号農村振興局長通知。以下「推進交付金実施要
　　領」という。）

３条　市町及び推進組織(多面的実施要綱別紙４に定める組織。以下同じ。)が行う事業に要する経費
　　について、県交付金の額は、別表１に定めるとおりとする。

平成27年4月1日平26農村整備第1564号
令和6年5月21日令6農村整備第334号

（趣旨）

（目的）

（交付金の交付の対象及び交付率）

（交付金の交付の方法）

（交付金の交付の申請）

（事業計画の変更等に係る承認の申請）

５条　第３条で定める交付金の交付の申請をしようとする市町及び推進組織は、交付金交付申請書
　　 （別記第１号様式）を知事が定める期日までに提出しなければならない。

４条　知事は、交付金の交付に当たっては、市町及び推進組織が交付金を交付するのに必要な経費
　　について、国から県に交付される交付金に、県負担分を加えることにより交付する。
　　　 ただし、推進交付金(多面的機能支払推進交付金、中山間地域等支払推進交付金及び環境保
　　全型農業直接支払推進交付金をいう。以下同じ。)の交付に当たっては、市町及び推進組織が必
　　要な経費について、国から県に交付される交付金を交付する。
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第

第
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第 11条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定める。

附　則 （平成27年4月1日付け平26農村整備第1564号）                                     

１　この要綱は、平成２７年４月１日から施行し、平成２７年度分の事業から適用する。

５　平成27年度においては、この要綱に基づく推進組織推進事業について、要綱基本方針が多面的
　実施要綱別紙３の第２の３の（２）に基づき地方農政局長等の同意を得るまでの間、多面的実施要綱
　（平成26年4月1日付け25農振第2254号）により承認された地域協議会が行うことができるものとする。

（事業の遂行状況の報告）

（実績報告）

７条　交付市町等は、交付金の交付の決定があった年度の12月31日現在において、遂行状況報告書
　　（別記第３号様式）を作成し、当該年度の１月20日までに知事に報告しなければならない。
　　　 ただし、知事が別に定める概算払請求書（別記第４号様式）をもって代えることができるものとす
　　る。

10条　 事業の着手は、推進交付金の交付決定通知を受けて行うものとする。ただし、事業の円滑な
　　　実施を図る上で、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要がある場合にあっては、
　　　市町及び推進組織は、その理由を明記した交付決定前着手届を別記第７号様式により知事に提
　　　出するものとする。
　　２　 (1)のただし書により交付決定前に着手する場合にあっては、市町及び推進組織は、事業の内
　　　 容が的確となり、かつ、推進交付金の交付が確実となってから着手するものとする。また、この場
 　　　合においても、市町及び推進組織は、交付決定までのあらゆる損失等は自らの負担とすることを
　　　 了知の上で行うものとする。

３　平成26年度の多面的機能支払交付金に係る地域協議会推進事業のうち、平成27年度に実施する
　実施状況及び実績の報告等については、推進組織が定められた要綱基本方針が多面的実施要綱
　別紙３の第２の３の（２）に基づき地方農政局長等の同意を得るまでの間、多面的実施要綱（平成26
　年4月1日付け25農振第2254号）により承認された地域協議会が、この要綱に基づく推進組織推進事
　業に係る多面的機能支払推進交付金により実施することができるものとする。

（事業の着手）

（その他）

　２　 第１項の実績報告書は、事業が完了した日から２０日を経過した日又は当該年度の３月３１日の
　 　いずれか早い期日までに提出しなければならない。

８条　交付市町等は、実績報告書（別記第５号様式）を作成し、知事に報告しなければならない。

２　平成27年度においては、平成26年度の活動計画書から変更がない活動については、事業計画が
　認定されるまでの期間において、平成26年度末時点の多面的機能支払交付金の支出残額につい
　ては、この要綱に基づく農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金の経理に含めることができ
　るものとする。

９条　規則第12条の規定により交付金の額の確定の通知を受けた市町は、交付金の交付を受けようと
　　するときは、交付金請求書（別記第６号様式）を知事に提出しなければならない。

　２　 知事は、必要があると認めるときは、規則第４条第１項の規定による通知に係る金額の範囲内で、
  　概算払により交付金を交付することができる。

（交付金の交付）

４　平成26年度の多面的機能支払交付金に係る地域協議会推進事業のうち、平成27年度に実施する
　実施状況及び実績の報告等については、推進組織が多面的実施要綱に基づく推進組織推進事業
　に係る多面的機能支払推進交付金により実施することができるものとする。

　３　 前項の規定による概算払により交付金の交付を受けようとする交付市町等は、概算払請求書を
　　知事に提出しなければならない。



附　則（平成28年4月1日付け平28農村整備第182号）                                      

この要綱は、平成２８年４月１日から施行し、平成２８年度分の補助金から適用する。

附　則（平成29年4月1日付け平29農村整備第34号）                                      
この要綱は、平成２９年４月１日から施行し、平成２９年度分の補助金から適用する。

附　則（平成30年４月２日付け平30農村整備第151号）                                      
この要綱は、平成３０年４月２日から施行し、平成３０年度分の補助金から適用する。

附　則（平成31年４月１日平31農村整備第147号）                                      
この要綱は、平成３１年４月１日から施行し、平成３１年度分の補助金から適用する。

附　則（令和2年４月１日付け令2農村整備第125号）                                      
この要綱は、令和2年４月１日から施行し、令和2年度分の補助金から適用する。

附　則（令和2年10月30日付け令2農村整備第930号）                                      
この要綱は、令和2年10月30日から施行し、令和2年度分の補助金から適用する。

附　則（令和3年8月10日付け令3農村整備第567号）                                      
この要綱は、令和3年8月10日から施行し、令和3年度分の補助金から適用する。

附　則（令和4年5月20日付け令4農村整備第223号）                                      
この要綱は、令和4年5月20日から施行し、令和4年度分の補助金から適用する。

附　則（令和6年5月21日付け令6農村整備第334号）                                      
この要綱は、令和6年5月21日から施行し、令和6年度分の補助金から適用する。



別表１　

その１　≪多面的機能支払≫

１　農地維持支払交付金

田
畑

草地
※負担割合：国1/2、県1/4、市町1/4

２　資源向上支払交付金

ア　基本単価

田
畑

草地
　※負担割合：国1/2、県1/4、市町1/4

イ　継続地区の交付単価

田
畑

草地
　※負担割合：国1/2、県1/4、市町1/4

田
畑

草地
　※負担割合：国1/2、県1/4、市町1/4

2,400円(1,800円)
1,440円(1,080円)
　240円(　180円)

市町から認定を受けた事業計画にお
いて対象となる資源として位置付けて
資源向上活動（共同）を5年間以上実
施した農用地及び、資源向上活動
（長寿命化）の対象農用地の交付単
価はア、ウ、エ及びオの括弧内の単
価とする

事　　　業 経　　　　費 交　付　率

　市町が対象組織に対し交付する経費 対象農用地（多面的実施要綱別紙１第３
に掲げる対象農用地）の地目別面積（ａ単
位）×地目別交付単価（10ａ当たり）

地目
交付単価

(10ａ当たり）

地目
交付単価

(10ａ当たり）

3,000円
2,000円
  250円

(１)地域資源の質的向上を図る共同活動
　市町が対象組織に対し交付する経費

対象農用地（多面的実施要綱別紙２第
３に掲げる対象農用地）の地目別面積
（ａ単位）×地目別交付単価（10ａ当た
り）

ウ　多面的機能の増進に向けた活動を
　　行う場合の加算単価

（多面的実施要綱別紙２第６の２（１）ウ
ａによるもの）

　 40円(　 30円)

地目
加算単価

(10ａ当たり）

　400円(　300円)
　240円(　180円)

エ　農村協働力の深化に向けた活動を
　　行う場合の加算単価

（多面的実施要綱別紙２第６の２（１）ウ
ｂによるもの）

地目
加算単価

(10ａ当たり）

　400円(　300円)
　240円(　180円)
　 40円(　 30円)

オ　水田の雨水貯留機能の強化（田ん
　　 ぼダム）を推進する活動を行う場合
　　 の加算単価

（多面的実施要綱別紙２第６の２（１）ウ
cによるもの）



田
　※負担割合：国1/2、県1/4、市町1/4

カ　多面的機能の増進を図る活動の取り
　　扱い

田
畑

草地
　※負担割合：国1/2、県1/4、市町1/4

田
畑

草地
　※負担割合：国1/2、県1/4、市町1/4

　※負担割合：国1/2、県1/4、市町1/4

(２)施設の長寿命化のための活動
　市町が対象組織に対し交付する経費

対象農用地（多面的実施要綱別紙２第３
に掲げる対象農用地）の地目別面積（ａ単
位）×地目別交付単価（10ａ当たり）を上
限額とする。

1組織当たり
交付額

３集落以上又は
５０ｈａ以上２００ｈａ未満

40,000円

２００ｈａ以上１０００ｈａ未満
又は特定非営利活動法人

80,000円

１０００ｈａ以上 160,000円

2,000円(1,666円)

(３)活動組織の広域化・体制強化
　市町が対象組織に対し交付する経費

2,000円(1,500円)
1,200円(  900円)

　ア及びイにおいて、多面的機能の
増進を図る活動に取り組まない場合
は、当該支払の交付単価に５／６を乗
じた額を交付単価とする。
　ただし、市町から認定を受けた事業
計画において対象となる資源として位
置付けて資源向上活動（共同）を5年
間以上実施した農用地及び、資源向
上活動（長寿命化）の対象農用地の
交付単価は括弧内の単価とする。

区分

　400円(　333円)

※多面的実施要綱別紙５の第３に定
める要件を満たさず、かつ直営施行
を実施しない活動組織にあっては、交
付単価に５／６を乗した額とする（ただ
し、交付単価は、国費は小数点以下
切捨て整数止め＋県費は国費の１／
２）。

事　　　業 経　　　　費 交　付　率

組織の広域化・体制強化に対する支
援を令和５年度に受けている組織に
対して同年度を含む活動期間中に限
り交付する。

地目
加算単価

(10ａ当たり）

　400円(　300円)

※なお、多面的実施要綱別紙５の第
３に定める要件を満たさない活動組織
にあっては、当該金額又は保全管理
する区域内に存在する集落数に２００
万円を乗じて得た額のいずれか小さ
い額とする。

交付単価
(10ａ当たり）

地目

4,400円(3,666円)

　200円(　150円)

地目
交付単価

(10ａ当たり）



別表１ 

その２　≪中山間地域等直接支払≫

１　中山間地域等直接支払交付金 　市町が対象協定に対し交付する経費

ア　傾斜農用地等の10a当たりの交付単

急傾斜

緩傾斜

急傾斜

緩傾斜

急傾斜

緩傾斜

草地比率の高い草地

急傾斜

緩傾斜

イ　加算措置

(ｱ)棚田地域振興活動加算

急傾斜

超急傾斜

急傾斜

超急傾斜

(ｲ)超急傾斜農地保全管理加算

(ｳ)集落協定広域化加算

畑

14,000円
10,000円

※棚田地域振興農地のうち、協定農
用地内の勾配が田で1／10以上、畑
で20度以上である農地については、
超急傾斜の単価とする。

交付単価
(10ａ当たり）

地目

※棚田地域振興活動加算の交付を
受ける農用地については、同一農用
地を対象として超急傾斜農地保全管
理加算、集落機能強化加算及び生産
性向上加算のいずれの加算について
も交付を行わないものとする。

1,000円

事　　　業 経　　　　費 交　付　率

300円

地目
交付単価

(10ａ当たり）

田 6,000円

採草放牧地

区分

田
8,000円

11,500円

3,000円
採草放牧地 3,000円

地目

田

畑 6,000円

田

畑

草地

3,000円
畑 3,000円

交付単価
(10ａ当たり）

対象となる農用地（中山間実施要領
第4の2に掲げる対象農用地）の地目
及び区分別面積（㎡単位）×交付単
価（㎡当たり）
（地目及び区分別面積（㎡単位）×交
付単価(10a当たり）×1/1000)

地目

価（中山間実施要領第6の3（2）のアに
よるもの）

（中山間実施要領第6の3（2）のイによ
るもの）

10,000円

14,000円

※超急傾斜農地保全管理加算の交
付を受ける農用地については、同一
農用地を対象として棚田地域振興活
動加算の交付を行わないものとする。

交付単価
(10ａ当たり）

1,500円

草　地

3,500円
10,500円
3,000円

21,000円



(ｴ)集落機能強化加算

(ｵ)生産性向上加算

※1協定当たりの加算額は、200万円/
年を上限とする。

※集落機能強化加算の交付を受ける
農用地については、同一農用地を対
象として棚田地域振興活動加算の交
付を行わないものとする。

畑 3,000円

地目

※交付金は、予算の範囲内で交付す
る。 国、県及び市町の負担割合は、
国1/2、県1/4、市町1/4とする。ただ
し、特認地域については、一律1/3と
する。（特認地域とは、中山間実施要
領第4の1の（10）に基づき知事が定め
る基準に該当する地域をいう。）

※集落協定にあっては、農業生産活
動等の体制整備として取り組むべき
事項を実施しない場合、中山間実施
要領第６の2の（2）のイの自作地を対
象としている個別協定にあっては、農
用地の利用権の設定等として取り組
むべき事項を実施しない場合には、
アに掲げる交付単価に0.8を乗じた額
とするとともに、イの（ｱ)及び（ｳ）から
（ｵ）までに掲げる加算措置は適用し
ないものとする。
　また、イにおいて、同一農用地を対
象として複数の加算の交付を受ける
協定については、加算を適用する順
序を決定するとともに、同一農用地に
最初に適用される加算以外の加算に
ついて、イに掲げる単価より1,000円を
減じた額とする。

※1協定当たりの加算額は、200万円/
年を上限とする。

採草放牧地 3,000円
3,000円草　地

田 3,000円

草　地 3,000円
採草放牧地 3,000円

交付単価
(10ａ当たり）

田 3,000円
畑 3,000円

地目
交付単価

(10ａ当たり）

事　　　業 経　　　　費 交　付　率

※1協定当たりの加算額は、200万円/
年を上限とする。
※生産性向上加算の交付を受ける農
用地については、同一農用地を対象
として棚田地域振興活動加算の交付
を行わないものとする。

※交付金は、アにより算定した交付金
額にイの加算措置相当の交付金額を
加えて算定する。金額は、円単位とし
て、小数第1位を切り捨て整数止めと
する。



別表１　

その３　≪環境保全型農業直接支払≫

１　環境保全型農業直接支払交付金

交付単価

９　有機農業の取組
　（このうち、炭素貯留効
　　果の高い有機農業を
　　実施する場合（注）の
　　加算）

9,000円
(1,500円)

10　有機農業の取組のう
　ち、環境実施要領第５
　に規定する主作物

2,250円

11　５割低減の取組と冬
　期湛水管理（有機質肥
　料施用、畦補強等実施）
　を組み合わせた取組

6,000円

①：うち、畦補強を行わ
　　ない場合

5,250円

②：うち、有機質肥料の
　施用実績がない場合

3,750円

③：①、②の両方に該当
　　する場合

3,000円

８　５割低減の取組と秋耕
　を組み合わせた取組

600円

４　５割低減の取組とリビン
　グマルチを組み合わせ
　た取組で、小麦・大麦・
　イタリアンライグラスの種
　子を使用する場合

　地球温暖化防止、生物多様性保全等に効
果の高い営農活動（以下「対象活動」とい
う。）に取り組む農業者の組織する団体等に
対し、市町等が交付する経費

　対象活動実施面積（環境交付等要綱別
紙第１の３に規定する農地で、農地の面
積は、本地面積とし、畦畔、法面を含まな
い。）×交付単価（円/10ａ）を上限額とし、
環境実施要領別記３に基づいた交付額と
する。

対象活動別交付単価（１０ａあたり）
対象活動

１　化学肥料及び化学合
　成農薬の使用を山口県
　の慣行基準から原則とし
　て５割以上低減する取
　組（以下「５割低減の取
　組」という。）と炭素貯留
　効果の高い堆肥の水質
　保全に資する施用を組
　み合わせた取組

3,300円

２　５割低減の取組とカ
　バークロップ(緑肥の作
　付け）を組み合わせた取
　組

2,400円

５　５割低減の取組と草生
　栽培（緑肥の作付け）を
　組み合わせた取組

3,750円

4,500円

３　５割低減の取組とリビン
　グマルチ（緑肥の作付
　け）を組み合わせた取組

交　付　率

７　５割低減の取組と長期
　中干しを組み合わせた
　取組

600円

６　５割低減の取組と不耕
　起播種を組み合わせた
　取組

2,250円

4,050円

事　　　業 経　　　　費



3,000円

その4　≪日本型直接支払推進交付金≫

別表２

≪日本型直接支払推進交付金≫

≪多面的機能支払≫

≪中山間地域等直接支払≫

≪環境保全型農業直接支払≫

事　　　業 重　要　な　変　更

事　　　業 経　　　　費 交　付　率

12　有機農業の取組の
　拡大に向けた環境実施
　要領第４の１（10）に
　規定する活動

（注）土壌診断を実施するとともに、炭
素貯留効果の高い堆肥の水質保全
に資する施用、カバークロップ、リビン
グマルチ又は草生栽培のいずれかを
実施すること

事　　　業 経　　　　費 交　付　率

事　　　業

多面的機能支払推進交付金

中山間地域等直接支払推進交付金

環境保全型農業直接支払推進交付金

重　要　な　変　更

環境保全型農業直接支払推進交付
金

　市町及び推進組織が推進交付金交付等要綱（別紙３）第２
及び第３に掲げる事業を行うのに要する経費

定　額

多面的機能支払推進交付金 　市町及び推進組織が推進交付金交付等要綱（別紙１）第２
及び第３に掲げる事業を行うのに要する経費

定　額

中山間地域等直接支払推進交付金 　市町及び推進組織が推進交付金交付等要綱（別紙２）第２
及び第３に掲げる事業を行うのに要する経費

定　額

事　　　業 重　要　な　変　更

１　環境保全型農業直接支払交付金 経費の配分の変更

１　農地維持支払交付金

経費の配分の変更
事業実施主体の変更

２　資源向上支払交付金
(１)地域資源の質的向上を図る共同活
動
(２)施設の長寿命化のための活動

１　中山間地域等直接支払交付金
経費の配分の変更
事業内容の変更（交付金の30%を超える変更）

経費の配分の変更（国費又は県費の変更を伴わないものを除く）

事　　　業 重　要　な　変　更



 別記第１号様式（第５条関係）

                                             　　        　       
                                                     　　　 　　

山口県知事　　　様

市町長

又は

〔推進組織〕
住所 　 　
団体名
代表者名

　　　　年度　日本型直接支払交付金 交付申請書

　　　年度において、別紙のとおり事業を実施したいので、日本型直接支払交付金交付要綱
第５条の規定により、金○○○○円（該当なし）の交付を申請します。

記

日本型直接支払推進交付金（環境保全型農業直接支払交付金に係る推進事業）　別紙２

日本型直接支払推進交付金（中山間地域等直接支払交付金に係る推進事業）　別紙２

日本型直接支払推進交付金（多面的機能支払交付金に係る推進事業）　別紙２

環境保全型農業直接支払交付金　別紙１-3

中山間地域等直接支払交付金　別紙１-2

多面的機能支払交付金　　別紙１-1

注１）申請内容に対応する別紙を添付すること。

　（添付資料）

年 月 日
番 号



(別紙１-1）

1 事業の目的

2 事業計画及びその内容

（１）農地維持支払交付金交付計画　(又は実績)

ア．基本単価

国 県 市町 計

イ．加算単価（加算措置の適用がある場合のみ、記載する）

国 県 市町 計

（注）１集落あたり加算上限と１組織あたり加算上限が重複する場合は、１組織あたり加算上限を適用する組織欄に記載すること。

対象農用地面積
（a）

交付額（円）

田　①

基本単価 3,000

畑　②

区　　　分
交付単価
（円／10a）

計　①＋②＋③

区　　　分
交付単価
（円／10a）

対象農用地面積
（a）

交付額（円）

基本単価 2,000

草地　③

基本単価 250

畑　②

田　①

加算単価 1,000

加算上限を適用する

草地　③

加算単価 600

加算上限を適用する

１集落あたり加算上限を
適用する集落　④ 200,000(円/集落）

加算単価 80

加算上限を適用する

１組織あたり加算上限を
適用する組織　⑤ 400,000(円/組織）

面積計　　 ①＋②＋③
交付額計　①＋②＋③＋④＋⑤

加算措置の
対象組織数



（２）資源向上支払交付金交付計画　(又は実績)
ア．地域資源の質的向上を図る共同活動
　（ア）基本単価

国 県 市町 計

　（イ）加算単価（加算措置の適用がある場合のみ、記載する）

　　ａ.多面的機能のさらなる増進に向けた活動への支援

国 県 市町 計

区　　　分
交付単価
（円／10a）

対象農用地面積
（a）

交付額（円）

田　①

新規地区の基本単価 2,400

新規地区の基本単価×5/6 2,000

継続地区の交付単価 1,800

継続地区の交付単価×5/6 1,500

畑　②

新規地区の基本単価 1,440

新規地区の基本単価×5/6 1,200

継続地区の交付単価 1,080

継続地区の交付単価×5/6

継続地区の交付単価×5/6 150

計　①＋②＋③

区　　　分
交付単価
（円／10a）

900

草地　③

新規地区の基本単価 240

新規地区の基本単価×5/6 200

継続地区の交付単価 180

畑　②

加算単価 240

草地　③

対象農用地面積
（a）

交付額（円）

田　①

加算単価 400

加算単価 40

計　①+②+③

加算措置の
対象組織数



　　ｂ.農村協働力の深化に向けた活動への支援

国 県 市町 計

　　ｃ.水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援

国 県 市町 計

イ．施設の長寿命化のための活動

国 県 市町 計

対象農用地面積
（a）

交付額（円）

田　①

加算単価 400

畑　②

加算単価 240

区　　　分
交付単価
（円／10a）

加算措置の
対象組織数

区　　　分
交付単価
（円／10a）

交付額（円）

草地　③

加算単価 40

計　①+②+③

対象農用地面積
（a）

交付額（円）

田

加算単価 400

計

田　①

交付単価 4,400

交付単価×5/6 3,666

加算措置の
対象組織数

区　　　分
交付単価
（円／10a）

畑　②

交付単価 2,000

１集落200万円

草地　③

交付単価×5/6 1,666

１集落200万円

交付単価 400

交付単価×5/6 333

　保全管理する区域内に
  存在する集落数　④

2,000,000(円/集落）

交付上限額　計　①＋②＋③＋④

交付額

１集落200万円

（注1）１集落200万円の対象農用地面積には、１集落200万円の上限額が適用される対象組織の対象農用地面積を記載すること。



ウ．組織の広域化・体制強化

国 県 市町 計

※　対象組織別の内訳を添付のこと。

3 経費の配分 （単位：円）

国 県 市町 その他

4 事業完了予定（又は事業完了）年月日

5 収支予算　（又は精算）
（１）収入の部 （単位：円）

本年度予算額 前年度予算額
（又は本年度精算額） （又は本年度予算額） 増 減

（２）支出の部 （単位：円）
本年度予算額 前年度予算額

（又は本年度精算額） （又は本年度予算額） 増 減

200ha以上1,000ha未満
または特定非営利活動法

80,000

1,000ha以上 160,000

（注）経過措置として、農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成24年４月６日23農振第2342号農林水産事務次官依命通知）に基づく向上活動支援交
付金（高度な農地・水の保全活動）の実施計画（実績）がある場合は、エの下部に「オ．高度な農地・水の保全活動」として、当該活動にかかる地目及び交付
単価毎の対象農用地面積、交付額、備考欄を設け、必要事項を記載するものとする。

区分
事業に要する経費
（又は要した経費）

負担区分

区分
交付単価
（円/組織）

対象組織数
（組織）

交付額（円）

３集落以上または
50ha以上200ｈａ未満

40,000

備　考

（1）国費

（2）県費

（3）市町費

計

1．農地維持支払交付金

2．資源向上支払交付金（共同活
動）

3．資源向上支払交付金（長寿命
化）

計

区分
比較増減額

計

※　交付申請額の右側に括弧書きで、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」を、同税
額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。

区分
比較増減額

備　考

（1）国費

（2）県費

（3）市町費



(別紙１-2）

１　事業の目的

２　事業計画及びその内容
（１）中山間地域等直接支払交付金交付計画（又は実績）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：㎡、円）

※集落協定及び個別協定に基づく交付対象面積及び交付額を記載する。

（２）集落協定及び個別協定の締結予定（又は実績） （単位：件、戸、㎡、円）

区　　分

交付対象面積 交　　付　　額

内棚田
地域振
興活動
算

内超急
傾斜農
地保全
管理加
算

内県費 内市町
費

田　①

内集落
協定広
域化加
算

内集落
機能強
化加算

内生産
性向上
加算

内棚田
地域振
興活動
算

内超急
傾斜農
地保全
管理加
算

内集落
協定広
域化加
算

急傾斜

小区画・不整形

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

特認基準

特認地域

内集落
機能強
化加算

内生産
性向上
加算

内国費

草地　③

急傾斜

草地比率

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

特認基準

畑　②

急傾斜

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

特認基準

特認地域

合計（①＋②＋③＋④）

区　　分 協定締結数 協定参加者数 交付農用地面積 交　付　額

特認地域

採草放牧地　④

急傾斜

緩傾斜

特認基準

特認地域

個別協定

集落協定

計



３　経費の配分                                                                （単位：円）

４　事業完了予定（又は事業完了）年月日　

５　収支予算(又は精算）

（１）収入の部 （単位：円）

（2）支出の部 （単位：円）

区　　分 交付総額
負担区分

国 県 市町

１　通常基準

２　特認基準

３　特認地域

計

区　　分
本年度予算額 前年度予算額 比較増減額

備　考
(又は本年度精算額) (又は本年度予算額) 増 減

（1）国費

（2）県費

（3）市町費

区　　分
本年度予算額 前年度予算額 比較増減額

備　考
(又は本年度精算額) (又は本年度予算額) 増 減

計

（1）国費

（2）県費

（3）市町費

計



（別紙１-3）

1 事業の目的

2 事業計画及びその内容

（１）　交付対象面積計画（実績）

3 経費の配分 （単位：円）

環境保全型
農業直接支
払交付金

合　計
※枠が不足する場合は、追加又は別紙とすること

区　　分 交付総額

負担区分

国 県 市町

有機
農業
の取
組（加
算有
り）

有機
農業
の取
組（そ
ば等・
飼料
作物）

有機
農業
の取
組拡
大

（地域
特認
取組）組織名

又は氏名

支援対
象農業
者数
（名）

合計

対象活動の実施面積（ａ）

堆肥
の施
用の
取組

ｶﾊﾞｰク
ロップ
の取
組

草生
栽培
の取
組

秋耕
の取
組

有機
農業
の取
組（加
算な
し）



4 収支予算　（又は精算）
（１）収入の部 （単位：円）

（２）支出の部 （単位：円）

5 事業完了予定（又は事業完了）年月日

計

環境保全型
農業直接支
払交付金

区分
本年度予算額 前年度予算 比較増減額

備　考
（又は本年度精算額） （又は本年度予算額） 増 減

計

（3）市町費

（2）県費

（1）国費

区分
本年度予算額 前年度予算 比較増減額

備　考
（又は本年度精算額） （又は本年度予算額） 増 減



（別紙2）

1 事業の目的

2 事業計画（又は事業実績）及びその内容

3 経費の配分 （単位：円）

国 県
市町

（又は推進組織）

4 収支予算　（又は精算）
（１）収入の部 （単位：円）

本年度予算額 前年度予算額
（又は本年度精算額） （又は本年度予算額） 増 減

（２）支出の部 （単位：円）
本年度予算額 前年度予算額

（又は本年度精算額） （又は本年度予算額） 増 減

5 事業完了予定（又は事業完了）年月日

日本型直接支払推進交付金（多面的機能支払交付金に係る市町村推進事業）

日本型直接支払推進交付金（中山間地域等直接支払交付金に係る市町村推進事業）

日本型直接支払推進交付金（環境保全型農業直接支払交付金に係る市町村推進事業）

日本型直接支払推進交付金（多面的機能支払交付金に係る推進組織推進事業）

日本型直接支払推進交付金（中山間地域等直接支払交付金に係る推進組織推進事業）

日本型直接支払推進交付金（環境保全型農業直接支払交付金に係る推進組織推進事業）

多面的機能支払推進交付金（別紙2-1・別紙2-1別添）　

中山間地域等直接支払推進交付金（別紙2-2・別紙2-2別添）　

環境保全型農業直接支払推進交付金（別紙2-3・別紙2-3別添）　

多面的機能支払推進交付金（別紙3-1・別紙3-1別添）　

中山間地域等直接支払推進交付金（別紙3-2・別紙3-2別添）　

環境保全型農業直接支払推進交付金（別紙3-3・別紙3-3別添）　

注２）日本型直接支払推進交付金実施要領 第３に基づく次の資料を添付すること。

注１）「1　事業の目的」には、対象とする事業名を記載すること。

県費

（添付資料）

区分
比較増減額

備　考

市町推進事業
（又は推進組織

推進事業）

区分
比較増減額

備　考

合計

市町推進事業
（又は推進組織

推進事業）

国費

区　　分 交付総額

負担区分

市町費
（又は推進組織費）



別記第２号様式（第６条関係）

                                             　　        　       
                                                     　　　 　　

山口県知事　　　様

市町長

又は

〔推進組織〕
住所 　 　
団体名
代表者名

　　　　年度　日本型直接支払交付金 変更承認申請書

年 月 日
番 号

　　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定通知のあった事業の実施について、別紙の
とおり計画を変更し〔金○○○○円の追加交付（減額承認）を受け〕たいので、日本型直接
支払交付金交付要綱第６条の規定により、関係書類を添えて申請します。

注３）また、変更内容が容易に比較対照できるように作成するものとし、「事業の目的」を「変更の理由」
　　　と置き換え、事業計画及びその内容、経費の配分及び収支予算は 変更に係る部分についてのみ変更
　　　前を括弧書きで記載すること。

記

　（添付資料）

日本型直接支払推進交付金（環境保全型農業直接支払交付金に係る推進事業）　別紙２

日本型直接支払推進交付金（中山間地域等直接支払交付金に係る推進事業）　別紙２

注１）金額の変更のない場合は〔　　〕の部分は除くこと。

日本型直接支払推進交付金（多面的機能支払交付金に係る推進事業）　別紙２

環境保全型農業直接支払交付金　別紙１-3

中山間地域等直接支払交付金　別紙１-2

多面的機能支払交付金　　別紙１-１

注２）記載事項については、別記第１号様式の別紙に準ずる。



別記第３号様式（第７条関係）

山口県知事　　　様

市町長
又は

〔推進組織〕
住所 　 　
団体名
代表者名

１．事業遂行状況

（　　年　月　日）
円 円 ％

計

中山間地域等直接支払交付金

多面的機能支払交付金

注１）「区分」の欄には、申請する事業名を記載すること。

注２）「事業費」の欄には、総事業費（国費＋県費＋市町費（又は推進組織費））を記載すること。

環境保全型農業直接支払推進交付金

中山間地域等直接支払推進交付金

多面的機能支払推進交付金

環境保全型農業直接支払交付金

区分
事業費
（A)

出来高
（B)

進捗率
（B)/(A)

備考

年　　　月　　　日
番　　　　　　　号

　　　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定通知のあった事業について、日本型直接
支払交付金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり交付金事業に係る事業の遂行状況を
報告します。

記

　　　　年度　日本型直接支払交付金 遂行状況報告書



別記第４号様式（第７条、第９条の３関係）　

                                             　　        　       
                                                     　　　 　　

山口県知事　　　様

市町長
又は

〔推進組織〕
住所 　 　
団体名
代表者名

１．請求金額

２．請求金額の内訳

（円） （円） （円） （円）

計

３．事業遂行状況

円 円 ％

計

４．事業の完了予定 　　年　　月　　日

　　　　年度　日本型直接支払交付金 概算払請求書

注４）「事業の遂行状況」の欄には、交付金の支払い金額を記載すること。

注３）「事業費」の欄には、総事業費（国費＋県費＋市町費（又は推進組織費））を記載すること。

環境保全型農業直接支払推進交付金

中山間地域等直接支払推進交付金

多面的機能支払推進交付金

環境保全型農業直接支払交付金

中山間地域等直接支払交付金

多面的機能支払交付金

注２）「区分」の欄には、申請する事業名を記載すること。

注１）交付決定が変更された場合は、備考欄にその全てを記入すること。

事業完了
予定年月日

区分
事業の遂行状況（B) 進捗率

（B)/(A)

備考

備考
事業費（A)

（　　年　月　日）

番 号
年 月 日

　　　　　年　　月　　日付け 　　第　　　号で交付決定通知のあった日本型直接支払交付
金について、日本型直接支払交付金交付要綱第７条(第9条の３)の規定に基づき、下記のとお
り概算払により交付されたく請求します。
　なお、交付決定に際して付された交付条件については、異存ありません。

記

金　　　　　　　　円

区分
県の交付金
交付決定額

既受領額 今回請求額 残額



別記第５号様式（第８条関係）

山口県知事　　　様

市町長
又は

〔推進組織〕
住所 　 　
団体名
代表者名

　　　　年度　日本型直接支払交付金 実績報告書

年 月 日
番 号

　　　　年　月　日付け　　第　　号をもって交付決定の通知(及び　年　月　日付け第
号で変更通知）のあった交付金に係る事業について、別紙のとおり実施したので、日本型直
接支払交付金交付要綱第８条の規定によりその実績を報告します。（なお、併せて精算額○
○○○円の交付を申請します。）

注２）補助金交付の決定に係る内容及び経費の配分（変更された場合は変更後の内容等）並びに実績報告の
　　　内容及び経費の配分を比較対照できるように作成するものとし、事業計画及びその内容、経費の配分
　　　及び収支予算は変更となった部分についてのみ変更前を括弧書きで上段に記載すること。

注１）記載事項については、別記第１号様式の別紙に準ずる。

日本型直接支払推進交付金（中山間地域等直接支払交付金に係る推進事業）　別紙２

日本型直接支払推進交付金（多面的機能支払交付金に係る推進事業）　別紙２

環境保全型農業直接支払交付金　別紙１-3

中山間地域等直接支払交付金　別紙１-2

多面的機能支払交付金　　別紙１-１

注３）交付申請額の右側に括弧書きで、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「減
　　　額した金額」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」と
　　　それぞれ記入すること。

記

　（添付資料）

日本型直接支払推進交付金（環境保全型農業直接支払交付金に係る推進事業）　別紙２



別記第６号様式（第９条関係）

                                             　　        　       
                                                     　　　 　　

山口県知事　　　様

市町長
又は

〔推進組織〕
住所 　 　
団体名
代表者名

１．請求金額

２．請求金額の内訳

（円） （円） （円） （円）

計

多面的機能支払推進交付金

中山間地域等直接支払推進交付金

環境保全型農業直接支払推進交付金

注１）交付決定が変更された場合は、備考欄にその全てを記入すること。

注２）「区分」の欄には、申請する事業名を記載すること。

多面的機能支払交付金

中山間地域等直接支払交付金

環境保全型農業直接支払交付金

事業完了
予定年月日

記

金　　　　　　　　円

備考

番 号

区分
県の交付金
交付決定額

既受領額 今回請求額 残額

年 月 日

　　　　年度　日本型直接支払交付金 請求書

　　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知のあった日本型直接支払交
付金について、日本型直接支払交付金交付要綱第９条の規定に基づき、下記のとおり金○○
○○円を交付されたく請求します。



別記第７号様式（第10条関係）

山口県知事　　　様

市町長
又は

〔推進組織〕
住所 　 　
団体名
代表者名

1.

　

2.

　
3.

区分
事業費
（円）

着手予定
年月日

完了予定
年月日

環境保全型農業直接支払交付金に係る推進組織推進事業

注２）「事業費」の欄には、総事業費（国費＋県費＋市町費（又は推進組織費））を記載すること。

当該事業については、着手から交付決定を受けるまでの期間内においては、計画変更
はないこと。

注１）「区分」の欄には、申請する事業名を記載すること。

理由

中山間地域等直接支払交付金に係る推進組織推進事業

多面的機能支払交付金に係る推進組織推進事業

環境保全型農業直接支払交付金に係る市町推進事業

中山間地域等直接支払交付金に係る市町推進事業

多面的機能支払交付金に係る市町推進事業

交付決定を受けた交付金が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合において
も、異議がないこと。

交付決定を受けるまでの期間内に、天変地異等の事由によって実施した事業に損失を
生じた場合、これらのあらゆる損失は、市町（又は、推進組織）が負担するものとす
る。

　　　　年度　日本型直接支払交付金 交付決定前着手届

年 月 日
番 号

　日本型直接支払交付金交付要綱第10条の規定に基づき、下記条件を了承の上、交付決定前
に着手したいので、提出する。

記



別表（パターン１）

								別表１

								事　　　業				経　　　　費				交　付　率 コウ ツキ

								１　農地維持支払交付金 ノウチ イジ シハライ コウフキン				　地域協議会が対象組織に対し交付する経費				別表３のとおり

								２　資源向上支払交付金 シゲン コウジョウ シハライ コウフキン				(１)地域資源の質的向上を
　　図る共同活動
　地域協議会が対象組織に対し交付する経費 チイキ シゲン シツテキ コウジョウ ハカ キョウドウ カツドウ				別表４のとおり

												(２)施設の長寿命化のための活動
　地域協議会が対象組織に対し交付する経費 シセツ チョウ ジュミョウカ カツドウ				別表５のとおり

												(３)地域資源保全プランの策定
　地域協議会が対象組織に対し交付する経費 チイキ シゲン ホゼン サクテイ				1組織当たり125,000円 ソシキ ア エン

												(４)組織の広域化・体制強化
　地域協議会が対象組織に対し交付する経費 ソシキ コウイキカ タイセイ キョウカ				1組織当たり100,000円 ソシキ ア エン

								３　多面的機能支払推進交付金 タメンテキ キノウ シハライ スイシン コウフキン				　市町が多面的機能支払交付金実施要綱別紙1第１の３に掲げる事業を行うのに要する経費 タメンテキ キノウ				定　額





								別表２

								事　　　業				重　要　な　変　更

												事業内容の変更

								１　共同活動支援交付金				　対象農用地面積の増減

								２　向上活動支援交付金 コウジョウ				　対象農用地面積の増減





								別表３

								　対象農用地の地目別面積（ａ単位）×地目別交付単価（10ａ当たり） コウフ

								地目				交付単価
(10ａ当たり） コウフ

								田 タ				750円

								畑 ハタケ				500円

								草地 クサチ				62.5円



								　交付単価は、国実施要綱別紙１の第８の２によって定める上限額。 コウフ タンカ クニ ジッシ ヨウコウ ベッシ ダイ サダ ジョウゲン ガク

								別表４

								　対象農用地の地目別面積（ａ単位）×地目別交付単価（10ａ当たり） コウフ

								適用 テキヨウ		地目		交付単価
(10ａ当たり） コウフ

								新規地区
（「多面的機能の増進を図る活動」に取り組む地区） シンキ チク		田 タ		600円

										畑 ハタケ		360円

										草地 ソウチ		60円

								新規地区
（「多面的機能の増進を図る活動」に取り組まない地区） シンキ チク タメンテキ キノウ ゾウシン ハカ カツドウ ト ク チク		田 タ		500円

										畑 ハタケ		300円

										草地 ソウチ		50円

								継続地区
（「多面的機能の増進を図る活動」に取り組む地区） ケイゾク チク		田 タ		450円

										畑 ハタケ		270円

										草地 ソウチ		45円

								継続地区
（「多面的機能の増進を図る活動」に取り組まない地区） ケイゾク チク タメンテキ キノウ ゾウシン ハカ カツドウ ト ク チク		田 タ		375円

										畑 ハタケ		225円

										草地 ソウチ		37.5円

								　交付単価は、国実施要綱別紙２の第８の２の（１）によって定める上限額。 コウフ タンカ クニ ジッシ ヨウコウ ベッシ ダイ サダ ジョウゲン ガク

								別表５

								　対象農用地の地目別面積（ａ単位）×地目別交付単価（10ａ当たり） コウフ

								地目				交付単価
(10ａ当たり） コウフ

								田				1,100円

								畑				500円

								草地				100円

								　交付単価は、国実施要綱別紙２の第８の２の（２）によって定める上限額。 コウフ タンカ クニ ジッシ ヨウコウ ベッシ ダイ サダ ジョウゲン ガク













































































様式１号

				 別記第１号様式（第５条関係）

				　　　　年度　日本型直接支払交付金 交付申請書 ニホン ガタ チョクセツ シハライ

												                                             　　        　       				番　　　号 バン ゴウ

												                                                     　　　 　　				年　月　日 ネン ゲツ ニチ

				山口県知事　　　様

														市町長 シチョウ チョウ



												又は マタ



														〔推進組織〕 スイシン ソシキ

														住所 　 　

														団体名 ダンタイ ナ

														代表者名





				　　　年度において、別紙のとおり事業を実施したいので、日本型直接支払交付金交付要綱第５条の規定により、金○○○○円（該当なし）の交付を申請します。 ベッシ ニホン ガタ チョクセツ シハライ









				記 キ





				　（添付資料） テンプ シリョウ





















				注１）申請内容に対応する別紙を添付すること。 チュウ シンセイ ナイヨウ タイオウ ベツ カミ テンプ

				多面的機能支払交付金　　別紙１-1 タメンテキ キノウ シハラ コウフキン ベッシ

				中山間地域等直接支払交付金　別紙１-2 チュウ サンカン チイキナド チョクセツ シハラ コウフキン ベッシ

				環境保全型農業直接支払交付金　別紙１-3 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン ベッシ

				日本型直接支払推進交付金（多面的機能支払交付金に係る推進事業）　別紙２ ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン タメンテキ キノウ シハラ コウフキン カカ スイシン ジギョウ

				日本型直接支払推進交付金（中山間地域等直接支払交付金に係る推進事業）　別紙２ ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン チュウ サンカン チイキナド チョクセツ シハラ コウフキン カカ スイシン ジギョウ

				日本型直接支払推進交付金（環境保全型農業直接支払交付金に係る推進事業）　別紙２ ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン カカ スイシン ジギョウ





様式1(・2・5)号別紙1-1【多面・本体】

						(別紙１-1） ベッシ

						1		事業の目的 ジギョウ モクテキ



						2		事業計画及びその内容 ジギョウ ケイカク オヨ ナイヨウ



								（１）農地維持支払交付金交付計画　(又は実績) ノウチ イジ シハライ コウフキン コウフ ケイカク マタ ジッセキ

								ア．基本単価 キホン タンカ

								区　　　分 ク ブン				交付単価
（円／10a） コウフ タンカ エン		対象農用地面積
（a） タイショウ ノウヨウチ メンセキ		交付額（円） コウフ ガク エン

																国 クニ		県 ケン		市町 シチョウ		計 ケイ

								田　① タ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

										基本単価 キホン タンカ		3,000				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

								畑　② ハタケ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

										基本単価 キホン タンカ		2,000				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

								草地　③ クサチ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

										基本単価 キホン タンカ		250				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

								計　①＋②＋③ ケイ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 



								イ．加算単価（加算措置の適用がある場合のみ、記載する） カサン タンカ カサン ソチ テキヨウ バアイ キサイ

								区　　　分 ク ブン				交付単価
（円／10a） コウフ タンカ エン		対象農用地面積
（a） タイショウ ノウヨウチ メンセキ		交付額（円） コウフ ガク エン

																国 クニ		県 ケン		市町 シチョウ		計 ケイ

								田　① タ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

										加算単価 カサン タンカ		1,000				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

										加算上限を適用する カサン ジョウゲン テキヨウ



								畑　② ハタケ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

										加算単価 カサン タンカ		600				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

										加算上限を適用する カサン ジョウゲン テキヨウ



								草地　③ クサチ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

										加算単価 カサン タンカ		80				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

										加算上限を適用する カサン ジョウゲン テキヨウ



								１集落あたり加算上限を
適用する集落　④ シュウラク カサン ジョウゲン テキヨウ シュウラク				200,000(円/集落） エン シュウラク				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

								１組織あたり加算上限を
適用する組織　⑤ ソシキ カサン ジョウゲン テキヨウ ソシキ				400,000(円/組織） エン ソシキ				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

								面積計　　 ①＋②＋③
交付額計　①＋②＋③＋④＋⑤ メンセキ ケイ コウフ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

								（注）１集落あたり加算上限と１組織あたり加算上限が重複する場合は、１組織あたり加算上限を適用する組織欄に記載すること。 チュウ シュウラク カサン ジョウゲン ソシキ カサン ジョウゲン ジュウフク バアイ ソシキ カサン ジョウゲン テキヨウ ソシキ ラン キサイ



								加算措置の
対象組織数 カサン ソチ タイショウ ソシキスウ

								0組織 



								（２）資源向上支払交付金交付計画　(又は実績) シゲン コウジョウ シハライ コウフキン コウフ ケイカク マタ ジッセキ

								ア．地域資源の質的向上を図る共同活動

								　（ア）基本単価 キホン タンカ

								区　　　分 ク ブン				交付単価
（円／10a） コウフ タンカ エン		対象農用地面積
（a） タイショウ ノウヨウチ メンセキ		交付額（円） コウフ ガク エン

																国 クニ		県 ケン		市町 シチョウ		計 ケイ

								田　① タ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

										新規地区の基本単価 シンキ チク キホン タンカ		2,400				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

										新規地区の基本単価×5/6 キホン タンカ		2,000				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

										継続地区の交付単価 ケイゾク チク コウフ タンカ		1,800				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

										継続地区の交付単価×5/6 ケイゾク チク コウフ タンカ		1,500				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

								畑　② ハタケ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

										新規地区の基本単価 シンキ チク キホン タンカ		1,440				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

										新規地区の基本単価×5/6 キホン タンカ		1,200				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

										継続地区の交付単価 ケイゾク チク コウフ タンカ		1,080				(0)		(0)		(0)		(0)

																0.0 		0.0 		0.0 		0 

										継続地区の交付単価×5/6 ケイゾク チク コウフ タンカ		900				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

								草地　③ クサチ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

										新規地区の基本単価 シンキ チク キホン タンカ		240				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

										新規地区の基本単価×5/6 キホン タンカ		200				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

										継続地区の交付単価 ケイゾク チク コウフ タンカ		180				(0)		(0)		(0)		(0)

																0.00 		0.00 		0.00 		0.00 

										継続地区の交付単価×5/6 ケイゾク チク コウフ タンカ		150				(0)		(0)		(0)		(0)

																0.00 		0.00 		0.00 		0.00 

								計　①＋②＋③ ケイ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 



								　（イ）加算単価（加算措置の適用がある場合のみ、記載する）

								　　ａ.多面的機能のさらなる増進に向けた活動への支援 タメンテキ キノウ ゾウシン ム カツドウ シエン

								区　　　分 ク ブン				交付単価
（円／10a） コウフ タンカ エン		対象農用地面積
（a） タイショウ ノウヨウチ メンセキ		交付額（円） コウフ ガク エン

																国 クニ		県 ケン		市町 シチョウ		計 ケイ

								田　① タ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

										加算単価 カサン タンカ		400				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

								畑　② ハタケ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

										加算単価 カサン タンカ		240				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

								草地　③ クサチ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

										加算単価 カサン タンカ		40				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

								計　①+②+③ ケイ						(0集落)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0集落 		0 		0 		0 		0 



								加算措置の
対象組織数 カサン ソチ タイショウ ソシキスウ

								0組織 



								　　ｂ.農村協働力の深化に向けた活動への支援 ノウソン キョウドウ リョク シンカ ム カツドウ シエン

								区　　　分 ク ブン				交付単価
（円／10a） コウフ タンカ エン		対象農用地面積
（a） タイショウ ノウヨウチ メンセキ		交付額（円） コウフ ガク エン

																国 クニ		県 ケン		市町 シチョウ		計 ケイ

								田　① タ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

										加算単価 カサン タンカ		400				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

								畑　② ハタケ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

										加算単価 カサン タンカ		240				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

								草地　③ クサチ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

										加算単価 カサン タンカ		40				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

								計　①+②+③ ケイ						(0集落)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0集落 		0 		0 		0 		0 



								加算措置の
対象組織数 カサン ソチ タイショウ ソシキスウ

								0組織 



								　　ｃ.水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援 スイデン ウスイ チョリュウ キノウ キョウカ タ スイシン カツドウ シエン

								区　　　分 ク ブン				交付単価
（円／10a） コウフ タンカ エン		対象農用地面積
（a） タイショウ ノウヨウチ メンセキ		交付額（円） コウフ ガク エン

																国 クニ		県 ケン		市町 シチョウ		計 ケイ

								田 タ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		0 		0 		0 		0 

										加算単価 カサン タンカ		400				(0)		(0)		(0)		(0)

																0 		0 		0 		0 

								計 ケイ						(0集落)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0集落 		0 		0 		0 		0 



								加算措置の
対象組織数 カサン ソチ タイショウ ソシキスウ

								0組織 



								イ．施設の長寿命化のための活動 シセツ チョウ ジュミョウカ カツドウ

								区　　　分 ク ブン				交付単価
（円／10a） コウフ タンカ エン		対象農用地面積
（a） タイショウ ノウヨウチ メンセキ		交付額（円） コウフ ガク エン

																国 クニ		県 ケン		市町 シチョウ		計 ケイ

								田　① タ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		(0)		(0)		(0)		(0)

										交付単価 コウフ タンカ		4,400										(0)

																						(0)

										交付単価×5/6 コウフ タンカ		3,666										(0)

																						(0)

										１集落200万円



								畑　② ハタケ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		(0)		(0)		(0)		(0)

										交付単価 コウフ タンカ		2,000										(0)

																						(0)

										交付単価×5/6 コウフ タンカ		1,666										(0)

																						(0)

										１集落200万円



								草地　③ クサチ						(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

														0 		(0)		(0)		(0)		(0)

										交付単価 コウフ タンカ		400										(0)

																						(0)

										交付単価×5/6 コウフ タンカ		333										(0)

																						(0)

										１集落200万円



								　保全管理する区域内に
  存在する集落数　④ ホゼン カンリ クイキナイ ソンザイ シュウラク スウ				2,000,000(円/集落） エン シュウラク										(0)

																						(0)

								交付上限額　計　①＋②＋③＋④ コウフ ジョウゲンガク														(0)

																						(0)

								交付額 コウフガク



								（注1）１集落200万円の対象農用地面積には、１集落200万円の上限額が適用される対象組織の対象農用地面積を記載すること。



								ウ．組織の広域化・体制強化 ソシキ コウイキカ タイセイ キョウカ

								区分 クブン				交付単価
（円/組織） コウフ タンカ エン ソシキ		対象組織数
（組織） タイショウ ソシキ スウ ソシキ		交付額（円） コウフ ガク エン

																国 クニ		県 ケン		市町 シチョウ		計 ケイ

								３集落以上または
50ha以上200ｈａ未満 シュウラク イジョウ イジョウ ミマン				40,000



								200ha以上1,000ha未満
または特定非営利活動法人 イジョウ ミマン トクテイ ヒエイリ カツドウ ホウジン				80,000



								1,000ha以上 イジョウ				160,000

																						0 

								※　対象組織別の内訳を添付のこと。 タイショウ ソシキベツ ウチワケ テンプ

								（注）経過措置として、農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成24年４月６日23農振第2342号農林水産事務次官依命通知）に基づく向上活動支援交付金（高度な農地・水の保全活動）の実施計画（実績）がある場合は、エの下部に「オ．高度な農地・水の保全活動」として、当該活動にかかる地目及び交付単価毎の対象農用地面積、交付額、備考欄を設け、必要事項を記載するものとする。 チュウ ヘイセイ









						3		経費の配分 ケイヒ ハイブン												（単位：円） タンイ エン

								区分 クブン				事業に要する経費
（又は要した経費） ジギョウ ヨウ ケイヒ マタ ヨウ ケイヒ		負担区分 フタン クブン

														国 クニ		県 ケン		市町 シチョウ		その他 タ

								1．農地維持支払交付金



								2．資源向上支払交付金（共同活動） キョウドウ カツドウ



								3．資源向上支払交付金（長寿命化） チョウ ジュミョウカ



								計 ケイ				(0)		(0)		(0)		(0)		(0)

												0 		0 		0 		0 		0 



						4		事業完了予定（又は事業完了）年月日 ジギョウ カンリョウ ヨテイ マタ ジギョウ カンリョウ ネンガッピ





						5		収支予算　（又は精算） シュウシ ヨサン マタ セイサン

								（１）収入の部 シュウニュウ ブ												（単位：円） タンイ エン

								区分 クブン				本年度予算額　　　　　 ホンネンド ヨサンガク		前年度予算額　　　　　 ゼンネンド ヨサンガク		比較増減額 ヒカク ゾウゲン ガク				備　考 ソナエ コウ

												（又は本年度精算額）		（又は本年度予算額） ヨサン		増 ゾウ		減 ゲン

								（1）国費 コクヒ								(0)		(0)

																0 		0 

								（2）県費 ケンピ								(0)		(0)

																0 		0 

								（3）市町費 シチョウ ヒ								(0)		(0)

																0 		0 

								計 ケイ				(0)		(0)		(0)		(0)

												0 		0 		0 		0 



								（２）支出の部 シシュツ ブ												（単位：円） タンイ エン

								区分 クブン				本年度予算額　　　　　 ホンネンド ヨサンガク		前年度予算額　　　　　 ゼンネンド ヨサンガク		比較増減額 ヒカク ゾウゲン ガク				備　考 ソナエ コウ

												（又は本年度精算額）		（又は本年度予算額） ヨサン		増 ゾウ		減 ゲン

								（1）国費 コクヒ								(0)		(0)

																0 		0 

								（2）県費 ケンピ								(0)		(0)

																0 		0 

								（3）市町費 シチョウ ヒ								(0)		(0)

																0 		0 

								計 ケイ				(0)		(0)		(0)		(0)

												(0)		(0)		0 		0 



								※　交付申請額の右側に括弧書きで、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。









様式1(・2・5)号別紙1-2【中山間・本体】





						(別紙１-2） ベッシ



						１　事業の目的









						２　事業計画及びその内容

						（１）中山間地域等直接支払交付金交付計画（又は実績）

						　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　																																（単位：㎡、円）

						区　　分				交付対象面積												交　　付　　額

												内棚田地域振興活動算 ウチ タナダ チイキ シンコウ カツドウ		内超急傾斜農地保全管理加算 ウチ チョウ キュウケイシャ		内集落協定広域化加算 ウチ シュウラク キョウテイ コウイキカ カサン		内集落機能強化加算 ウチ シュウラク キノウ キョウカ カサン		内生産性向上加算 ウチ セイサンセイ コウジョウ カサン				内棚田地域振興活動算 ウチ タナダ チイキ シンコウ カツドウ		内超急傾斜農地保全管理加算 ウチ チョウ キュウケイシャ		内集落協定広域化加算 ウチ シュウラク キョウテイ コウイキカ カサン		内集落機能強化加算 ウチ シュウラク キノウ キョウカ カサン		内生産性向上加算 ウチ セイサンセイ コウジョウ カサン		内国費 ウチ コクヒ		内県費 ウチ ケン ヒ		内市町費 ウチ シ マチ ヒ









						田　①



								急傾斜



								小区画・不整形



								緩傾斜



								高齢化率・耕作放棄率



								特認基準 トクニン キジュン



								特認地域 トクニン チイキ



						畑　②



								急傾斜



								緩傾斜



								高齢化率・耕作放棄率



								特認基準 トクニン キジュン



								特認地域 トクニン チイキ



						草地　③



								急傾斜



								草地比率



								緩傾斜



								高齢化率・耕作放棄率



								特認基準 トクニン キジュン



								特認地域 トクニン チイキ



						採草放牧地　④



								急傾斜



								緩傾斜



								特認基準 トクニン キジュン



								特認地域 トクニン チイキ



						合計（①＋②＋③＋④）



						※集落協定及び個別協定に基づく交付対象面積及び交付額を記載する。 シュウラク キョウテイ オヨ コベツ キョウテイ モト コウフ タイショウ メンセキ オヨ コウフガク キサイ





						（２）集落協定及び個別協定の締結予定（又は実績） マタ																										（単位：件、戸、㎡、円） ケン コ

						区　　分				協定締結数						協定参加者数 キョウテイ サンカシャ						交付農用地面積						交　付　額

						集落協定



						個別協定



						計





						３　経費の配分                                                                																										（単位：円）

						区　　分				交付総額						負担区分 フタン クブン

																国 クニ						県 ケン						市町 シ マチ

						１　通常基準



						２　特認基準 トクニン キジュン



						３　特認地域 トクニン チイキ



						計





						４　事業完了予定（又は事業完了）年月日　 ヨテイ マタ ジギョウ カンリョウ



						５　収支予算(又は精算） シュウシ ヨサン マタ セイサン

						（１）収入の部 シュウニュウ ブ																										（単位：円）

						区　　分				本年度予算額				前年度予算額				比較増減額								備　考

										(又は本年度精算額) マタ				(又は本年度予算額) マタ				増				減

						（1）国費 コクヒ



						（2）県費 ケン ヒ



						（3）市町費 シチョウ ヒ



						計





						（2）支出の部 シシュツ ブ																										（単位：円）

						区　　分				本年度予算額				前年度予算額				比較増減額								備　考

										(又は本年度精算額) マタ				(又は本年度予算額) マタ				増				減

						（1）国費 コクヒ



						（2）県費 ケン ヒ



						（3）市町費 シチョウ ヒ



						計













様式1(・2・5)号別紙1-3【環境・本体】

						（別紙１-3） ベッシ

						1		事業の目的 ジギョウ モクテキ









						2		事業計画及びその内容 ジギョウ ケイカク オヨ ナイヨウ



								（１）　交付対象面積計画（実績） コウフ タイショウ メンセキ ケイカク ジッセキ

								組織名
又は氏名 ソシキメイ マタ シメイ				支援対象農業者数（名） シエン タイショウ ノウギョウシャ スウ メイ		合計 ゴウケイ		対象活動の実施面積（ａ） タイショウ カツドウ ジッシ メンセキ

																堆肥の施用の取組 タイヒ セヨウ トリクミ		ｶﾊﾞｰクロップの取組 トリクミ		草生栽培の取組 ソウ セイ サイバイ トリクミ		秋耕の取組 アキ コウ		有機農業の取組（加算なし） カサン		有機農業の取組（加算有り） カサン ア		有機農業の取組（そば等・飼料作物） トウ		有機農業の取組拡大 ユウキノウギョウ トリクミ カクダイ		（地域特認取組） チイキ トクニン トリクミ



														0

														0

														0

														0

														0

														0

														0

														0

														0

								合　計 ゴウ ケイ				0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

										※枠が不足する場合は、追加又は別紙とすること ワク フソク バアイ ツイカ マタ ベッシ





						3		経費の配分 ケイヒ ハイブン																								（単位：円） タンイ エン

								区　　分 ク ブン				交付総額 コウフ ソウガク				負担区分 フタン クブン

																国 クニ						県 ケン						市町 シチョウ

								環境保全型農業直接支払交付金 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン





						4		収支予算　（又は精算） シュウシ ヨサン マタ セイサン

								（１）収入の部 シュウニュウ ブ																								（単位：円） タンイ エン

								区分 クブン				本年度予算額　　　　　 ホンネンド ヨサンガク				前年度予算額　　　　　 ゼンネンド ヨサンガク				比較増減額 ヒカク ゾウゲン ガク								備　考 ソナエ コウ

												（又は本年度精算額）				（又は本年度予算額） ヨサン				増 ゾウ				減 ゲン

								（1）国費 コクヒ



								（2）県費 ケンピ



								（3）市町費 シチョウ ヒ



								計 ケイ				(0)				(0)				(0)				(0)

												0				0				0				0



								（２）支出の部 シシュツ ブ																								（単位：円） タンイ エン

								区分 クブン				本年度予算額　　　　　 ホンネンド ヨサンガク				前年度予算額　　　　　 ゼンネンド ヨサンガク				比較増減額 ヒカク ゾウゲン ガク								備　考 ソナエ コウ

												（又は本年度精算額）				（又は本年度予算額） ヨサン				増 ゾウ				減 ゲン

								環境保全型農業直接支払交付金



								計 ケイ				(0)				(0)				(0)				(0)

												0				0				0				0



						5		事業完了予定（又は事業完了）年月日 ジギョウ カンリョウ ヨテイ マタ ジギョウ カンリョウ ネンガッピ









様式1(・2・5)号 別紙2_【日本型・推進】

						（別紙2） ベッシ																		（別紙2） ベッシ



						1		事業の目的 ジギョウ モクテキ																1		事業の目的 ジギョウ モクテキ







						2		事業計画（又は事業実績）及びその内容 ジギョウ ケイカク マタ ジギョウ ジッセキ オヨ ナイヨウ																2		事業計画及びその内容 ジギョウ ケイカク オヨ ナイヨウ



								（添付資料） テンプ シリョウ																		（添付資料） テンプ シリョウ				



						3		経費の配分 ケイヒ ハイブン										（単位：円） タンイ エン						3		経費の配分 ケイヒ ハイブン										（単位：円） タンイ エン

								区　　分 ク ブン				交付総額 コウフ ソウガク		負担区分 フタン クブン												区　　分 ク ブン				交付総額 コウフ ソウガク		負担区分 フタン クブン

														国 クニ		県 ケン		市町
（又は推進組織） シチョウ マタ オス ススム ソシキ														国 クニ		県 ケン		市町
（又は推進組織） シチョウ マタ オス ススム ソシキ

								市町推進事業
（又は推進組織
推進事業） シチョウ スイシン ジギョウ マタ スイシン ソシキ スイシン ジギョウ																		市町推進事業
（又は推進組織
推進事業） シチョウ スイシン ジギョウ マタ スイシン ソシキ スイシン ジギョウ





						4		収支予算　（又は精算） シュウシ ヨサン マタ セイサン																4		収支予算　（又は精算） シュウシ ヨサン マタ セイサン

								（１）収入の部 シュウニュウ ブ												（単位：円）						（１）収入の部 シュウニュウ ブ												（単位：円）

								区分 クブン				本年度予算額　　　　　 ホンネンド ヨサンガク		前年度予算額　　　　　 ゼンネンド ヨサンガク		比較増減額 ヒカク ゾウゲン ガク				備　考 ソナエ コウ						区分 クブン				本年度予算額　　　　　 ホンネンド ヨサンガク		前年度予算額　　　　　 ゼンネンド ヨサンガク		比較増減額 ヒカク ゾウゲン ガク				備　考 ソナエ コウ

												（又は本年度精算額）		（又は本年度予算額） ヨサン		増 ゾウ		減 ゲン												（又は本年度精算額）		（又は本年度予算額） ヨサン		増 ゾウ		減 ゲン

								国費 コクヒ																		国費 コクヒ



								県費 ケンピ																		県費 ケンピ



								市町費
（又は推進組織費） シ マチ ヒ マタ スイシン ソシキ ヒ																		市町費
（又は推進組織費） シ マチ ヒ マタ スイシン ソシキ ヒ



								合計 ゴウケイ																		合計 ゴウケイ





								（２）支出の部 シシュツ ブ												（単位：円） タンイ エン						（２）支出の部 シシュツ ブ												（単位：円） タンイ エン

								区分 クブン				本年度予算額　　　　　 ホンネンド ヨサンガク		前年度予算額　　　　　 ゼンネンド ヨサンガク		比較増減額 ヒカク ゾウゲン ガク				備　考 ソナエ コウ						区分 クブン				本年度予算額　　　　　 ホンネンド ヨサンガク		前年度予算額　　　　　 ゼンネンド ヨサンガク		比較増減額 ヒカク ゾウゲン ガク				備　考 ソナエ コウ

												（又は本年度精算額）		（又は本年度予算額） ヨサン		増 ゾウ		減 ゲン												（又は本年度精算額）		（又は本年度予算額） ヨサン		増 ゾウ		減 ゲン

								市町推進事業
（又は推進組織
推進事業） シチョウ スイシン ジギョウ マタ スイシン ソシキ スイシン ジギョウ																		市町推進事業
（又は推進組織
推進事業） シチョウ スイシン ジギョウ マタ スイシン ソシキ スイシン ジギョウ



						5		事業完了予定（又は事業完了）年月日 ジギョウ カンリョウ ヨテイ マタ ジギョウ カンリョウ ネンガッピ																5		事業完了予定（又は事業完了）年月日 ジギョウ カンリョウ ヨテイ マタ ジギョウ カンリョウ ネンガッピ









								注１）「1　事業の目的」には、対象とする事業名を記載すること。 チュウ ジギョウ モクテキ タイショウ ジギョウ メイ キサイ																		注１）「1　事業の目的」には、対象とする事業名を記載すること。 チュウ ジギョウ モクテキ タイショウ ジギョウ メイ キサイ

								日本型直接支払推進交付金（多面的機能支払交付金に係る市町村推進事業） ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン タメンテキ キノウ シハラ コウフキン カカ シチョウソン スイシン ジギョウ																		日本型直接支払推進交付金（多面的機能支払交付金に係る市町村推進事業） ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン タメンテキ キノウ シハラ コウフキン カカ シチョウソン スイシン ジギョウ

								日本型直接支払推進交付金（中山間地域等直接支払交付金に係る市町村推進事業） ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン チュウ サンカン チイキナド チョクセツ シハライ コウフキン カカ スイシン ジギョウ																		日本型直接支払推進交付金（中山間地域等直接支払交付金に係る市町村推進事業） ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン チュウ サンカン チイキナド チョクセツ シハライ コウフキン カカ スイシン ジギョウ

								日本型直接支払推進交付金（環境保全型農業直接支払交付金に係る市町村推進事業） ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン カカ スイシン ジギョウ																		日本型直接支払推進交付金（環境保全型農業直接支払交付金に係る市町村推進事業） ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン カカ スイシン ジギョウ

								日本型直接支払推進交付金（多面的機能支払交付金に係る推進組織推進事業） ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン タメンテキ キノウ シハラ コウフキン カカ スイシン ソシキ スイシン ジギョウ																		日本型直接支払推進交付金（多面的機能支払交付金に係る推進組織推進事業） ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン タメンテキ キノウ シハラ コウフキン カカ スイシン ソシキ スイシン ジギョウ

								日本型直接支払推進交付金（中山間地域等直接支払交付金に係る推進組織推進事業） ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン チュウ サンカン チイキナド チョクセツ シハライ コウフキン カカ スイシン ジギョウ																		日本型直接支払推進交付金（中山間地域等直接支払交付金に係る推進組織推進事業） ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン チュウ サンカン チイキナド チョクセツ シハライ コウフキン カカ スイシン ジギョウ

								日本型直接支払推進交付金（環境保全型農業直接支払交付金に係る推進組織推進事業） ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン カカ スイシン ジギョウ																		日本型直接支払推進交付金（環境保全型農業直接支払交付金に係る推進組織推進事業） ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン カカ スイシン ジギョウ



								注２）日本型直接支払推進交付金実施要領 第３に基づく次の資料を添付すること。 ニホン ガタ チョクセツ シハライ スイシン コウフキン ジッシ ヨウリョウ ダイ モト ツギ シリョウ テンプ																		注２）日本型直接支払推進交付金実施要領 第３に基づく次の資料を添付すること。 ニホン ガタ チョクセツ シハライ スイシン コウフキン ジッシ ヨウリョウ ダイ モト ツギ シリョウ テンプ

								多面的機能支払推進交付金（別紙2-1・別紙2-1別添）　 タメンテキ キノウ シハラ スイシン コウフキン ベッシ ベッシ ベッテン																		多面的機能支払推進交付金（別紙2-1・別紙2-1別添）　 タメンテキ キノウ シハラ スイシン コウフキン ベッシ ベッシ ベッテン

								中山間地域等直接支払推進交付金（別紙2-2・別紙2-2別添）　 チュウ サンカン チイキナド チョクセツ シハラ スイシン コウフキン																		中山間地域等直接支払推進交付金（別紙2-2・別紙2-2別添）　 チュウ サンカン チイキナド チョクセツ シハラ スイシン コウフキン

								環境保全型農業直接支払推進交付金（別紙2-3・別紙2-3別添）　 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン																		環境保全型農業直接支払推進交付金（別紙2-3・別紙2-3別添）　 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン

								多面的機能支払推進交付金（別紙3-1・別紙3-1別添）　 タメンテキ キノウ シハラ スイシン コウフキン ベッシ ベッシ ベッテン																		多面的機能支払推進交付金（別紙3-1・別紙3-1別添）　 タメンテキ キノウ シハラ スイシン コウフキン ベッシ ベッシ ベッテン

								中山間地域等直接支払推進交付金（別紙3-2・別紙3-2別添）　 チュウ サンカン チイキナド チョクセツ シハラ スイシン コウフキン																		中山間地域等直接支払推進交付金（別紙3-2・別紙3-2別添）　 チュウ サンカン チイキナド チョクセツ シハラ スイシン コウフキン

								環境保全型農業直接支払推進交付金（別紙3-3・別紙3-3別添）　 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン																		環境保全型農業直接支払推進交付金（別紙3-3・別紙3-3別添）　 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン





様式2号

				別記第２号様式（第６条関係） ベッキ

				　　　　年度　日本型直接支払交付金 変更承認申請書

												                                             　　        　       				番　　　号 バン ゴウ

												                                                     　　　 　　				年　月　日 ネン ゲツ ニチ

				山口県知事　　　様

														市町長 シチョウ チョウ



												又は マタ



														〔推進組織〕 スイシン ソシキ

														住所 　 　

														団体名 ダンタイ ナ

														代表者名





				　　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定通知のあった事業の実施について、別紙のとおり計画を変更し〔金○○○○円の追加交付（減額承認）を受け〕たいので、日本型直接支払交付金交付要綱第６条の規定により、関係書類を添えて申請します。











				記 キ





				　（添付資料） テンプ シリョウ































				注１）金額の変更のない場合は〔　　〕の部分は除くこと。 キンガク ヘンコウ バアイ ブブン ノゾ



				注２）記載事項については、別記第１号様式の別紙に準ずる。 キサイ ジコウ ベッキ ダイ ゴウ ベッシ ジュン

				多面的機能支払交付金　　別紙１-１ タメンテキ キノウ シハラ コウフキン ベッシ

				中山間地域等直接支払交付金　別紙１-2 チュウ サンカン チイキナド チョクセツ シハラ コウフキン ベッシ

				環境保全型農業直接支払交付金　別紙１-3 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン ベッシ

				日本型直接支払推進交付金（多面的機能支払交付金に係る推進事業）　別紙２ ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン タメンテキ キノウ シハラ コウフキン カカ スイシン ジギョウ

				日本型直接支払推進交付金（中山間地域等直接支払交付金に係る推進事業）　別紙２ ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン チュウ サンカン チイキナド チョクセツ シハラ コウフキン カカ スイシン ジギョウ

				日本型直接支払推進交付金（環境保全型農業直接支払交付金に係る推進事業）　別紙２ ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン カカ スイシン ジギョウ

				注３）また、変更内容が容易に比較対照できるように作成するものとし、「事業の目的」を「変更の理由」
　　　と置き換え、事業計画及びその内容、経費の配分及び収支予算は 変更に係る部分についてのみ変更
　　　前を括弧書きで記載すること。 ヘンコウ ナイヨウ ヨウイ ヒカク タイショウ サクセイ ジギョウ モクテキ ヘンコウ リユウ オ カ ジギョウ ケイカク オヨ ナイヨウ ケイヒ ハイブン オヨ シュウシ ヨサン









様式3号

				別記第３号様式（第７条関係）

				　　　　年度　日本型直接支払交付金 遂行状況報告書

										番　　　　　　　号 バン ゴウ

										年　　　月　　　日 ネン ゲツ ニチ

				山口県知事　　　様

										市町長 シチョウ チョウ

								又は マタ

										〔推進組織〕 スイシン ソシキ

										住所 　 　

										団体名 ダンタイ ナ

										代表者名

				　　　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定通知のあった事業について、日本型直接支払交付金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり交付金事業に係る事業の遂行状況を報告します。 カキ









				記 キ



				１．事業遂行状況 ジギョウ スイコウ ジョウキョウ

				区分 クブン		事業費
（A) ジギョウヒ		出来高
（B) デキダカ		進捗率
（B)/(A) シンチョク リツ		備考 ビコウ



								（　　年　月　日） ネン ガツ ニチ

						円 エン		円 エン		％



				計 ケイ



























				注１）「区分」の欄には、申請する事業名を記載すること。 チュウ クブン ラン シンセイ ジギョウ メイ キサイ

				多面的機能支払交付金 タメンテキ キノウ シハライ コウフキン

				中山間地域等直接支払交付金 チュウサンカン チイキ トウ チョクセツ シハライ コウフキン

				環境保全型農業直接支払交付金 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン

				多面的機能支払推進交付金 タメンテキ キノウ シハライ スイシン コウフキン

				中山間地域等直接支払推進交付金 チュウサンカン チイキ トウ チョクセツ シハライ スイシン コウフキン

				環境保全型農業直接支払推進交付金 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ スイシン コウフキン

				注２）「事業費」の欄には、総事業費（国費＋県費＋市町費（又は推進組織費））を記載すること。 チュウ ジギョウヒ マタ





様式4号

				別記第４号様式（第７条、第９条の３関係）　

				　　　　年度　日本型直接支払交付金 概算払請求書

												                                             　　        　       		番　　　号 バン ゴウ

												                                                     　　　 　　		年　月　日 ネン ゲツ ニチ

				山口県知事　　　様

												市町長 シチョウ チョウ

										又は マタ

												〔推進組織〕 スイシン ソシキ

												住所 　 　

												団体名 ダンタイ ナ

												代表者名



				　　　　　年　　月　　日付け 　　第　　　号で交付決定通知のあった日本型直接支払交付金について、日本型直接支払交付金交付要綱第７条(第9条の３)の規定に基づき、下記のとおり概算払により交付されたく請求します。
　なお、交付決定に際して付された交付条件については、異存ありません。 カキ









				記 キ



				１．請求金額 セイキュウ キンガク		金　　　　　　　　円 キン エン



				２．請求金額の内訳 セイキュウ キンガク ウチワケ

				区分 クブン		県の交付金
交付決定額 ケン コウフ キン		既受領額 スデ ジュリョウ ガク		今回請求額 コンカイ セイキュウ ガク		残額 ザンガク		事業完了
予定年月日 ジギョウ カンリョウ ヨテイ ネンガッピ		備考 ビコウ



						（円） エン		（円） エン		（円） エン		（円） エン



				計 ケイ



				３．事業遂行状況 ジギョウ スイコウ ジョウキョウ

				区分 クブン		事業費（A) ジギョウヒ				事業の遂行状況（B) ジギョウ スイコウ ジョウキョウ				進捗率
（B)/(A) シンチョク リツ		備考 ビコウ



										（　　年　月　日） ネン ガツ ニチ

								円 エン				円 エン		％

				0

				計 ケイ



				４．事業の完了予定 ジギョウ カンリョウ ヨテイ				　　年　　月　　日 ネン ツキ ニチ





				注１）交付決定が変更された場合は、備考欄にその全てを記入すること。 チュウ コウフ ケッテイ ヘンコウ バアイ ビコウラン スベ キニュウ



				注２）「区分」の欄には、申請する事業名を記載すること。 チュウ クブン ラン シンセイ ジギョウ メイ キサイ

				多面的機能支払交付金 タメンテキ キノウ シハライ コウフキン

				中山間地域等直接支払交付金 チュウサンカン チイキ トウ チョクセツ シハライ コウフキン

				環境保全型農業直接支払交付金 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン

				多面的機能支払推進交付金 タメンテキ キノウ シハライ スイシン コウフキン

				中山間地域等直接支払推進交付金 チュウサンカン チイキ トウ チョクセツ シハライ スイシン コウフキン

				環境保全型農業直接支払推進交付金 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ スイシン コウフキン



				注３）「事業費」の欄には、総事業費（国費＋県費＋市町費（又は推進組織費））を記載すること。 チュウ マタ



				注４）「事業の遂行状況」の欄には、交付金の支払い金額を記載すること。 チュウ





















様式5号

				別記第５号様式（第８条関係）

				　　　　年度　日本型直接支払交付金 実績報告書

																番　　　号 バン ゴウ

																年　月　日 ネン ゲツ ニチ

				山口県知事　　　様

														市町長 シチョウ チョウ

												又は マタ

														〔推進組織〕 スイシン ソシキ

														住所 　 　

														団体名 ダンタイ ナ

														代表者名





				　　　　年　月　日付け　　第　　号をもって交付決定の通知(及び　年　月　日付け第　　号で変更通知）のあった交付金に係る事業について、別紙のとおり実施したので、日本型直接支払交付金交付要綱第８条の規定によりその実績を報告します。（なお、併せて精算額○○○○円の交付を申請します。）











				記 キ





				　（添付資料） テンプ シリョウ

































				注１）記載事項については、別記第１号様式の別紙に準ずる。 キサイ ジコウ ベッキ ダイ ゴウ ベッシ ジュン

				多面的機能支払交付金　　別紙１-１ タメンテキ キノウ シハラ コウフキン ベッシ

				中山間地域等直接支払交付金　別紙１-2 チュウ サンカン チイキナド チョクセツ シハラ コウフキン ベッシ

				環境保全型農業直接支払交付金　別紙１-3 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン ベッシ

				日本型直接支払推進交付金（多面的機能支払交付金に係る推進事業）　別紙２ ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン タメンテキ キノウ シハラ コウフキン カカ スイシン ジギョウ

				日本型直接支払推進交付金（中山間地域等直接支払交付金に係る推進事業）　別紙２ ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン チュウ サンカン チイキナド チョクセツ シハラ コウフキン カカ スイシン ジギョウ

				日本型直接支払推進交付金（環境保全型農業直接支払交付金に係る推進事業）　別紙２ ニホン ガタ チョクセツ シハラ スイシン コウフキン カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン カカ スイシン ジギョウ



				注２）補助金交付の決定に係る内容及び経費の配分（変更された場合は変更後の内容等）並びに実績報告の
　　　内容及び経費の配分を比較対照できるように作成するものとし、事業計画及びその内容、経費の配分
　　　及び収支予算は変更となった部分についてのみ変更前を括弧書きで上段に記載すること。 ホジョキン







				注３）交付申請額の右側に括弧書きで、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「減
　　　額した金額」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」と
　　　それぞれ記入すること。











様式6号

				別記第６号様式（第９条関係）

				　　　　年度　日本型直接支払交付金 請求書

												                                             　　        　       		番　　　号 バン ゴウ

												                                                     　　　 　　		年　月　日 ネン ゲツ ニチ

				山口県知事　　　様

												市町長 シチョウ チョウ

										又は マタ

												〔推進組織〕 スイシン ソシキ

												住所 　 　

												団体名 ダンタイ ナ

												代表者名





				　　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知のあった日本型直接支払交付金について、日本型直接支払交付金交付要綱第９条の規定に基づき、下記のとおり金○○○○円を交付されたく請求します。 カキ







				記 キ



				１．請求金額 セイキュウ キンガク		金　　　　　　　　円 キン エン



				２．請求金額の内訳 セイキュウ キンガク ウチワケ

				区分 クブン		県の交付金
交付決定額 ケン コウフ キン		既受領額 スデ ジュリョウ ガク		今回請求額 コンカイ セイキュウ ガク		残額 ザンガク		事業完了
予定年月日 ジギョウ カンリョウ ヨテイ ネンガッピ		備考 ビコウ



						（円） エン		（円） エン		（円） エン		（円） エン



				計 ケイ









				注１）交付決定が変更された場合は、備考欄にその全てを記入すること。 チュウ コウフ ケッテイ ヘンコウ バアイ ビコウラン スベ キニュウ

				注２）「区分」の欄には、申請する事業名を記載すること。 チュウ クブン ラン シンセイ ジギョウ メイ キサイ

				多面的機能支払交付金 タメンテキ キノウ シハライ コウフキン

				中山間地域等直接支払交付金 チュウサンカン チイキ トウ チョクセツ シハライ コウフキン

				環境保全型農業直接支払交付金 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン

				多面的機能支払推進交付金 タメンテキ キノウ シハライ スイシン コウフキン

				中山間地域等直接支払推進交付金 チュウサンカン チイキ トウ チョクセツ シハライ スイシン コウフキン

				環境保全型農業直接支払推進交付金 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ スイシン コウフキン





様式7号

				別記第７号様式（第10条関係）

				　　　　年度　日本型直接支払交付金 交付決定前着手届

																番　　　号 バン ゴウ

																年　月　日 ネン ゲツ ニチ

				山口県知事　　　様

														市町長 シチョウ チョウ

												又は マタ

														〔推進組織〕 スイシン ソシキ

														住所 　 　

														団体名 ダンタイ ナ

														代表者名





				　日本型直接支払交付金交付要綱第10条の規定に基づき、下記条件を了承の上、交付決定前に着手したいので、提出する。





				記 キ



				1.		交付決定を受けるまでの期間内に、天変地異等の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらのあらゆる損失は、市町（又は、推進組織）が負担するものとする。



				　　



				2.		交付決定を受けた交付金が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議がないこと。



				　　

				3.		当該事業については、着手から交付決定を受けるまでの期間内においては、計画変更はないこと。







						区分 クブン		事業費
（円） ジギョウヒ エン		着手予定
年月日 チャクシュ ヨテイ ネンガッピ		完了予定
年月日 カンリョウ ヨテイ ネンガッピ		理由 リユウ















						注１）「区分」の欄には、申請する事業名を記載すること。 チュウ クブン ラン シンセイ ジギョウ メイ キサイ

						多面的機能支払交付金に係る市町推進事業 タメンテキ キノウ シハライ コウフキン カカ シ マチ スイシン ジギョウ

						中山間地域等直接支払交付金に係る市町推進事業 チュウサンカン チイキ トウ チョクセツ シハライ コウフキン

						環境保全型農業直接支払交付金に係る市町推進事業 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン

						多面的機能支払交付金に係る推進組織推進事業 タメンテキ キノウ シハライ コウフキン カカ スイシン ソシキ スイシン ジギョウ

						中山間地域等直接支払交付金に係る推進組織推進事業 チュウサンカン チイキ トウ チョクセツ シハライ コウフキン

						環境保全型農業直接支払交付金に係る推進組織推進事業 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン



						注２）「事業費」の欄には、総事業費（国費＋県費＋市町費（又は推進組織費））を記載すること。 チュウ ジギョウヒ マタ





参考）国との対応

		○日本型直接支払制度 ニホン ガタ チョクセツ シハライ セイド



		法律 ホウリツ		農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律(法律第78号) H26.6.20 ノウギョウ ユウ タメンテキ キノウ ハッキ ソクシン カン ホウリツ ホウリツ ダイ ゴウ

		施行令 セコウレイ		農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律施行令(政令第347号) H26.10.29 ノウギョウ ユウ タメンテキ キノウ ハッキ ソクシン カン ホウリツ セコウレイ セイレイ ダイ ゴウ



				1　多面的機能
　　支払交付金 タメンテキ キノウ シハライ コウフキン		2　中山間地域等
　　直接支払交付金 チュウサンカン チイキ トウ チョクセツ シハライ コウフキン		3　環境保全型農業
直接支払交付金 カンキョウ ホゼンガタ ノウギョウ チョクセツ シハライ コウフキン		4　日本型直接支払
推進交付金 ニホン ガタ チョクセツ シハライ スイシン コウフキン

		交付要綱 コウフ ヨウコウ		平成26年4月1日付け25農振第2253号農林水産事務次官依命通知 ヘイセイ ネン ツキ ヒ ツ ノウシン ダイ ゴウ		平成12年4月1日付け12構改Ｂ第392号農林水産事務次官依命通知		令和４年４月１日付け３農産第3817号農林水産事務次官依命通知		令和4年4月1日付け3農振第3021号農林水産事務次官依命通知 レイワ ネン ツキ ヒ ツ ノウ ダイ ゴウ ノウリン スイサン ジム ジカン イメイ ツウチ

		実施要綱 ジッシ ヨウコウ		平成26年4月1日付け25農振第2254号農林水産事務次官依命通知 ヘイセイ ネン ツキ ヒ ツ ノウシン ダイ ゴウ

		実施要領 ジッシ ヨウリョウ		平成26年4月1日付け25農振第2255号農林水産省農村振興局長通知 ヘイセイ ネン ツキ ヒ ツ ノウシン ダイ ゴウ ノウソン シンコウ キョクチョウ ツウチ		平成12年4月1日付け12構改Ｂ第38号農林水産事務次官依命通知		平成23年4月1日付け22生産第10954号農林水産省生産局長通知 ヘイセイ ネン ツキ ヒ ツ セイサン ダイ ゴウ セイサン キョクチョウ ツウチ		平成28年4月1日付け27生産第2855号平成28年4月1日27農振2219号農林水産省生産局長通知農村振興局長通知 ヘイセイ ネン ツキ ヒ ツ セイサン ダイ ゴウ ヘイセイ ネン ツキ ニチ ノウ ゴウ ノウリン セイサン キョクチョウ ツウチ ノウソン シンコウ キョクチョウ ツウチ

		実施要領
の運用 ジッシ ヨウリョウ ウンヨウ				平成12年4月1日付け12構改Ｂ第74号農林水産省構造改善局長通知 ショウ コウゾウ カイゼン キョク チョウ ツウチ





